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はじめに

国土交通省では，公共工事の予定価格算定に用

いている現行の「積み上げ方式」から歩掛を用い

ない「ユニットプライス型積算方式」への転換に

向けて，平成１６年度から直轄の新設の舗装工事を

対象にユニットプライス型積算方式の試行を実施

しています。

また，現在の地方自治体（都道府県および市町

村）における積算は，国から参考送付されている

積算基準類を各地方自治体の判断のもと採用する

ことにより，予定価格の作成を行っているところ

です。

国土交通省においては，舗装，道路改良，築堤・

護岸の３工事区分について，ユニットプライス型

積算方式の導入を図ることにしており，それに伴

って，順次標準歩掛等のメンテナンスを行わない

こととしております。

ついては，今後，地方自治体においてもユニッ

トプライス型積算方式への理解を高め，導入につ

いて検討していただく必要があることから，この

たび，「ユニットプライス型積算方式の地方自治

体への導入研究会（仮称）」を設置し，積極的に

情報支援を行い，抽出された課題について検討を

行っていくことになりました。

本稿では，本研究会の目的とその概要について

紹介します。

ユニットプライス型積算方式の地方自
治体への導入研究会（仮称）の概要

ユニットプライス型積算方式は，発注者がユニ

ットプライス（受注者と発注者が請負代金の総額

を構成する基本区分であるユニット区分ごとに合

意した単価を収集し，そのデータベースを分析

し，設定された施工単価）を用いて積算を行う方

式であり，本施策の導入により，価格の説明性・

透明性の向上，民間活力（創意工夫）の導入促

進，契約上の協議円滑化，工事目的物と価格の明

確化，積算業務の効率化が期待されており，国土

交通省においては平成１６年１２月から直轄の新設の

舗装工事を対象に一部の工事で試行を実施してい

ます。

そこで，試行が順調に進んでいる現段階で，地

方自治体においてもユニットプライス型積算方式

への理解を高め，導入について検討していただく

必要があることから，「ユニットプライス型積算

方式の地方自治体への導入研究会（仮称）」を設

置することになりました。

なお，平成１７年１０月２４日（月）に第１回研究会

を開催し，ユニットプライス型積算方式の概要説

明後に，予定価格の事前公表による影響等の現在

各地方自治体が直面している課題や疑問点につい

て積極的な議論が交わされました。

地方自治体における
ユニットプライス型積算方式について
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! 研究会の目的

国からユニットプライス型積算方式の情報を積

極的に提供し，同方式の正確な理解を深めるとと

もに，地方自治体に適用した場合に想定される課

題の抽出と解決策の検討を行うことを目的とす

る。

" 研究会メンバー

大臣官房技術調査課建設コスト管理企画室長を

座長に，ユニットプライス型積算方式の検討の進

捗度合い，地域バランス等を考慮し，全国の地方

自治体の代表として，秋田県，愛知県，兵庫県に

参画していただき，代表県に関係する地方整備局

をメンバーに加え，上記のとおりとした。

# 研究項目

研究項目としては，ユニットプライス型積算方

式の実施に必要不可欠な下記の各段階における課

題について検討することとしている。

! 単価収集・調査

・単価収集・調査の実施

" 分析（プライスの設定）

・収集データの解析によるプライスの設定

# 単価協議・合意

・契約工事における単価協議・合意の実施と

データの蓄積

※各県の進捗に応じ，研究項目について課題解決のため

の検討を行う。

$ スケジュール

当面，下記の予定で進めることにしているが，

とりまとめの時期については，柔軟に対応してい

くこととしている。

◇平成１７年１０月議論開始（研究会は概ね２カ月

に１度の開催予定）

◇各地方整備局と県との間における意見交換や

情報提供は随時実施。

おわりに

本研究会の内容については，地方整備局や代表

県等を通じ，各地方自治体へ情報提供していくこ

ととしています。
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